
対象 形式
（分）
目安

主な内容

5 事務局 オリエンテーション

第１講 地域福祉論 45 県社協職員 地域福祉部長 地域福祉とは、地域共生社会について、地域福祉の担い手とその役割等

第２講 成年後見制度概論 90 動画視聴 最高裁ホームページ ※最高裁作成の動画を視聴

第３講 成年後見制度総論・各論 90 弁護士
神奈川県弁護士会
弁護士　内嶋　順一

成年後見制度とは、法定後見制度について（任意後見制度について）、成年後見人の職務、これか
らの成年後見制度のあり方（第2期基本計画、「本人の意思決定支援ツールとしての成年後見制
度」という視点での解説等）

第４講 権利擁護・後見人の倫理 45 社会福祉士
社会福祉士
田中　晃

権利擁護とは（考え方）、成年後見人に必要な倫理観について等

第５講 高齢者の理解 30 社会福祉士
株式会社結
代表取締役　小野田　潤

「老いる」とは、心身・知覚機能への変化、多く見られる疾患と障害等

第６講 障害の理解（認知症） 60 社会福祉士
株式会社結
代表取締役　小野田　潤

認知症について、認知症の方への支援のポイント等

第７講 障害の理解（精神障害） 90 精神保健福祉士
湘南精神保健福祉事務所
所長　長見　英知

精神障害について、障害の捉え方について、支援の際のポイント等

第８講 障害の理解（知的障害） 90 社会福祉士
社会福祉法人唐池学園貴志園
園長　冨岡　貴生

知的障害について、知的障害の方への意思決定を踏まえた支援のポイント等

第９講 意思決定支援Ⅰ 60 社会福祉士
NPO法人総合福祉サポートセンターはだの
社会福祉士　山中　啓子

対人援助者の心構え、意思決定支援の考え方について等

第１０講 60 学識者等
東洋英和女学院大学
名誉教授　石渡　和美

障害者権利条約・差別解消法の概要、合理的配慮とは等

第１１講 民法（家族法・財産法) 120 弁護士
神奈川県弁護士会
弁護士　生田　秀

民法の中でも成年後見制度に必要な家族法・財産法について

第１２講 消費者保護 60 県消費生活課
消費生活専門相談員
五十嵐　朋之

後見人が活用できる社会資源の一つとしての消費生活センターについて、最近特に多い事例の紹
介、市民・支援者へのメッセージ等

第１３講 60 各市・市社協職員 茅ヶ崎市／茅ヶ崎市社会福祉協議会 当該市の成年後見制度に対する取組み、市長申立てについて、日常生活自立支援について等

第１４講 市民後見概論Ⅰ 30 県社協 市民後見人活動、成年後見制度のポイントについて等

第１５講 基礎Ⅱ受講説明 20 県社協 第16講、17講の受講申込み案内等

(955)

第１６講 市民後見概論Ⅱ（市民後見人実践報告）
10:00-
11:20

80
市社協職員
市民後見人

社協＋後見人（2名）＋質疑等
〔10分＋15分×2名＋40分〕

実際に市民後見人として活動している方からの報告

第１７講 意思決定支援Ⅱ（演習・振り返り）
12:30-
14:30

120 社会福祉士
社会福祉士
田中　晃

模擬事例をもとに、支援の考え方の整理等を行い、後見人として視点を学ぶ

14:30-
14:45

14:45-
16:05

80 事務局 選択試験、論述試験を行い講座の理解度を確認する

16:05-
16:15

10 県社協／各市 実践研修に向けての案内、今後の予定

(290)

令和５年度市民後見人養成講座（基礎研修）カリキュラム等 　　(配信期間：令和5年7月18日～8月18日)　令和5年5月24日現在

基礎Ⅰ（動画研修）

プログラム 講師

市
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が
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方
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デ
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ド
配
信

開講あいさつ・講座の説明

市民後見概論Ⅰ（市町村取り組みの現状）

障害者権利条約・障害者差別解消法

講義時間は目安です。新型コロナウィルス感染症の拡大状況等により、研修の開催方法や会場等が変更する場合があります。

基礎Ⅱ（集合研修）
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合
形
式

（※休憩・会場転換）

試験（選択試験／作文）

閉講式・実践研修説明


